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財政部、外国営利事業者が計上する海外発生
原価又は費用の証明書類について、在外公館
認証の免除規定を公布

財政部は2026年9月16日付で解釈通達（台財税字第

11500617350号）を公布し、外国営利事業者が台湾国

内の固定営業場所において所得税申告を行う際の、

海外発生原価・費用の計上に関する要件を緩和しまし

た。

従来の規定では、海外発生原価・費用を計上する際に

は、当該原価・費用を認定するため、会計士による監

査済の海外本社の財務報告書及び台湾の在外公館

又は台湾政府が認可した機関による認証（以下「在外

公館認証」）を提出する必要がありました。

財政部は、認証手続が煩雑であることを考慮し、外国

営利事業者が海外本社所在地の公認会計士による監

査を受け、また海外発生原価・費用の金額、内容、計

算・分析方法又は配賦方法等の情報が記載された海

外本社の財務報告書を提示した場合、税務当局が当

該海外発生原価・費用を審査認定するための根拠とし

て取扱うことができ、在外公館認証を受ける必要はな

いこととしました。

主に以下の2つの状況において、今回の改正が適用さ

れます。

1. 外国営利事業者が台湾国内で設計、請負工事又

はその他の工事を行い、台湾国内の支店又は工事

事務所が所得税申告を行う際に、海外発生原価又

は費用を計上する場合。

2. 海外本社が台湾国内で直接役務提供を行い、台湾

国内の支店が所得税申告を行う際に、海外発生原

価又は費用を計上する場合。

改正前後比較

項目 改正前 改正後

主要な証

明書類

海外本社所在地

の公認会計士によ

る監査済みの財務

報告書

同左

財務報告

書の内容

海外発生原価・費

用及び計算又は配

賦に関する資料の

明示が必要

同左

在外公館

認証
原則上必要 免除

税務当局

による審

査

認証済書類に基づ

き審査・認定

公認会計士による

監査済みの財務

報告書及び関連資

料に基づき審査・

認定
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財政部は、以下の2件の通達を改正し、そのうちの「在

外公館による認証」の要件を削除しました。

• 財政部1997年12月4日付台財税第861924459号通

達

• 財政部1999年1月20日付台財税第881896532号

企業への実務上の影響

今回の改正は、在外公館認証の要件を免除するもので

あり、原価・費用に係る立証責任の免除ではありませ

ん。従って、企業はなお以下の事項を明確に説明できる

財務報告書及び関連資料を準備する必要があります。

1. 海外発生原価又は費用の金額及び内容

2. 当該原価・費用と台湾国内の収益又は営業活動と

の関連性

3. 計算方法、分析方法又は配賦方法

4. 海外本社所在地の公認会計士による監査の状況
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